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研究成果の概要（和文）：

多文化主義の政策は過去数十年に大きな展開をとげ、その政策領域・争点は多岐にわたるに至
った。本研究はこれら多様な政策領域を検討し、それぞれの領域における多様な争点・イッシ
ュー・ニーズを整理するとともにこれらの間の連関を分析した。またここ数十年の政策および
議論の推移をあとづけ、今日の議論を歴史的経過のうちに位置づけその意義を分析した。さら
にこれらをふまえ、多文化主義の政治理論の再構成のための方向性を提示した。

研究成果の概要（英文）：
In this project, I first looked at sub-fields of policy of multiculturalism, paying
attention to problems and needs of minorities at stake. Second, I analyzed the changes
of the policies and debates on multiculturalism throughout the last several decades and
situated current debates in historical contexts. Third, I considered the way we should
reconstruct the theory of multiculturalism in order to analyze properly the current
situation.
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１．研究開始当初の背景
２０世紀後半以降、多くの国で同化政策の

失敗が明らかになり、マイノリティの文化的
差異を尊重しつつ統合をめざす多文化主義
の政策が展開されてきた。当初、多文化主義
の政策は文化の尊重・保全に焦点をあてて理

解されてきた。しかし多文化主義の政策は
社会・経済的状況の改善やシンボリックな承
認のための方策などをもその要素としてお
り、近年の環境の変化とともに、これらの重
要性が増加している。しかもこれらの争点は
相互に複雑に絡み合いながら展開している。
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多文化主義に関する代表的な政治理論は、こ
れまで文化的差異の尊重の問題を中心に扱
ってきが、今日の問題状況や政策の全体をか
ならずしも適切に捉えられていない。そこで
本研究は、多文化主義をめぐる多様な政策領
域を広く検討し、またここ数十年の政策およ
び議論の推移をあとづけることを通じて、多
文化主義をめぐる多様なイッシューを整理
するとともにこれらの間の連関を把握し、ま
た今日の議論を歴史的経過のうちに位置づ
ける。同時に、こうした把握を可能にするた
めに、多文化主義の理論的理解の再構成をめ
ざすものである。

２．研究の目的
第一に、多文化主義をめぐる争点群・政策

領域を、文化の保全、シンボリックな承認、
社会・経済的状況の改善などに整理し、他方、
マイノリティ集団を先住民、移民・エスニッ
ク集団、言語・地域的マイノリティ集団の三
つの類型に分け、それぞれについて問題状
況・争点・政策を把握する。またそれぞれの
争点群・政策領域の問題は、しばしば他の領
域の問題に連動するので、この連関を具体的
事例にそくして分析するとともに一般化・理
論化を行う。次に、20 世紀中葉から、今日ま
での問題状況の推移を、社会・経済・政治構
造の変化や、宗教意識などの文化変容と結び
つけて分析し、今日の問題状況の特徴とその
背景を明らかにする。さらに、こうした作業
をふまえて、多文化主義の政策の方向性と、
多文化主義をめぐる理論の再構成の方向性
を提示する。

３．研究の方法
本研究は、多文化主義をめぐる争点群・政

策領域および、そこで問題になっている問題
ないしニーズをを分析・整理するが、この作
業に当たっては、政府諸機関の統計、年次報
告書、各種の調査報告書や研究者による論
文・単行書などを利用する。マイノリティの
統合政策をめぐっては、諸国で多様な問題が
生じ、政府の諸機関や調査委員会が報告書を
作成することが多く、政治的重要性の高いも
のも多い。対象国としては、多文化主義政策
の実践例と政策研究の蓄積の豊かなカナダ
を中心にし、３つのマイノリティの類型、す
なわち先住民、移民集団、言語・地域的マイ
ノリティ（フランス系カナダ人）をとりあげ
る。これに加え、多文化主義をめぐる議論が
活発に行われているオーストラリア、ニュー
ジーランド、アメリカなどの事例も適宜参照
するが、参照に当たっては、それぞれの国の
特殊性を捨象し、一般化可能な要素を抽出す
る。争点群・政策領域相互間の連関、時代を
通じたその推移の検討においては、狭義の多
文化主義の研究文献に加えて、20 世紀後半以

降の政治・経済構造の変化、宗教意識の変容、
マイノリティの包摂・排除などをめぐる人文
社会科学の各分野の知見を利用し、今日の多
文化主義の諸問題を現代史および現代社会
の広い脈絡に位置づけることをめざす。多文
化主義の政治理論の再検討の作業において
は、強い影響力を持つキムリッカらの理論を
中心に従来の諸理論を検討し、前述の作業を
ふまえてこの問題点を明らかにし、それを克
服する方法を検討する。以上の作業は、多様
な学問分野にまたがる知見を必要とするた
め、各種の学会・研究会に参加するほか、国
内・国外の研究者との討論・意見交換につと
める。

４．研究成果
多文化主義の政策の争点群の整理、それら

の連関の検討、歴史的推移の分析を通じて以
下の知見を得た。多文化主義政策は 1970 年
代から展開されるが、今日に至るその経過は
1980 年代末ないし 1990 年代初を境に、２つ
の時期に分けることが分析上有用であると
考えられる。その前半期における争点群は次
のように整理できる。地域的マイノリティで
あるフランス系カナダ人については、20 世紀
中葉から固有の文化の保全と、社会・経済的
格差の問題が連動する。従来、フランス系の
社会は圧倒的に農村社会であったが、都市へ
の人口移動に伴い、英語系の支配する環境で
の活動が増加し、フランス語文化の衰退の危
機が生じる。政治的自律を求める運動はこれ
らの問題の解決の手段の側面を持った。先住
民については、かねてから社会・経済的条件
の改善が深刻な問題であったが、1970 年代に
同化政策が放棄されてからは、同化政策によ
って破壊された文化・コミュニティの再生が
その解決の鍵と考えられ、この二つのニーズ
が連動する。同時に主流社会との関係の再定
義の模索のなかでネイションとしての意識
が強まり、民族としての承認と政治的自律が
重要な問題となる。移民集団に対しては、社
会・経済的格差をもたらしてきた差別的諸制
度が撤廃されるとともに、文化の振興、シン
ボリックな承認がなされる。

後半期においては、次のような変化が認め
られる。第一に、文化的な差異の主張やこれ
に基づくマイノリティの自律の主張が一段
と深化する。新来の移民集団においては、非
ヨーロッパ系の比重が増大した結果、文化・
宗教上の差異が増大する。とくに主流社会に
おいて宗教実践の希薄化や脱制度化が進む
中で、ムスリムなどとの宗教意識の差が広が
る。先住民においても文化・コミュニティの
再生の運動のなかで、文化的独自性の意識が
強まる。また主流社会との関係の再定義のな
かで、固有のネーションの意識が強まり、政
治的自律の主張が強まる。フランス系カナダ



人においては、文化の保全や社会・経済的格
差の是正というニーズはほぼ満たされたが、
政治的自律はこれらの争点から独立性を高
め、憲法および連邦制の原理のレベルでシン
ボリックな承認を求める運動として残り完
全な解決は得られていない。第二に、文化的
な多元性の拡大とともに、自由民主主義の基
本原理との整合性が問題になる局面が増え
ている。先住民社会における伝統的な慣行や、
新来の移民集団の社会慣行・宗教慣行と、自
由民主主義の基本原理、とくに政教分離の原
則やコミュニティ内部の弱者の人権保障の
要請との整合性が問題になっている。とりわ
け前者については、公共空間における宗教表
現の自由を求めるマイノリティの主張は、政
教分離の原則の問い直しを含む根源的な問
題を提起し、先鋭な政治問題となる。第三に、
脱工業化やネオリベラルな経済レジームの
趨勢のもとで、社会・経済的排除の克服の課
題が一層深刻になっている。雇用の不安定化、
社会・経済的格差の増大、社会保障の後退が
社会全体に一般化するが、マイノリティはそ
の影響を最も受けやすい立場に存在する。し
かも平等性の規範の強まりのなかで、社会に
残存する差別はマイノリティの強い反発を
誘発し、その結果生じる敵対感情は排除の問
題を悪化させかねない。先住民においてはか
つてからこの問題が深刻であったが、若年人
口の増大もあって、一層深刻な問題になって
いる。新来の移民についても、社会・経済的
な統合の遅れを危惧する指摘がなされてい
る。今日、多文化主義政策の是非は主要な政
策分野をまたいで対立を生みだしているが、
これは一方でマイノリティの独自性の主張
が強まるとともに、他方で社会・経済的排除
の回避、共通社会への統合、人権の普遍的保
障の課題が重要性を増したことの帰結と理
解できる。

近年の多文化主義政策の動向については、
次のような認識に至った。上述の問題に対処
するために様々な政策領域で対話・熟議を重
視する傾向の強まりが認められる。公共空間
における宗教の位置づけや、人権保障などの
問題をめぐっては、共存の枠組をアプリオリ
に決めるのではなく、当事者間の妥協や、文
化変容の可能性を重視することで、文化の独
自性と統合の要請に折り合いをつけようと
する傾向が強まっている。すなわち一方で文
化的多様性の尊重が規範として定着し、同化
政策の採用はもちろん、文化的差異を理由と
した差別的処遇が許容されないという認識
が強まっている。しかも多様性の増大はマイ
ノリティ社会それ自体の内部においてもみ
られる。他方で、社会・経済的統合や普遍的
人権の保障の要請も強まっている。両者の折
り合いを付けるためには、マイノリティ、多
数派社会の双方のなかの多様なアクターが

対話を通じて相互理解をめざすとともに、社
会制度をより公正な形に変革してゆくこと
が必要であり、それを促進する政策の必要性
が認識されている。

多文化主義の政治理論の再構成について
は、以下のような認識に至った。多文化主義
政策の近年の環境変化およびこれに対応す
る政策上の変化に鑑みれば、政治理論の領域
でもこれに対応した変化が必要と考えられ
る。これまで強い影響力をもった、キムリッ
カ型のモデルには限界が存在する。第一にそ
の根本に文化の保全というニーズを据えて、
他のニーズをここから派生するものととら
える理論構成には問題がある。社会・経済的
格差の是正やナショナルな政治的自己決定
への願望などはそれ自体として固有の意味
を持つ。第二に、文化的帰属を自由の前提条
件として位置づけるキムリッカの理論構成
は、抑圧的文化をもつマイノリティへの処遇
をめぐる議論が深刻化するなかで、自由の条
件という役割に解消不可能な、帰属の意義を、
正当に評価し得ないという問題を持つ。第三
に今日の政策が文化やコミュニティの単な
る並立を越えて、相互理解ないし社会統合に
重点を移していることを理論的に表現する
必要がある。第四に、満たされるべき基本的
ニーズを社会的基本材として確定したうえ
で、その公平な分配の結果を提示する理論構
成の問題性が明らかになっていると考えら
れる。すなわち対話や熟議を通じた妥協や文
化変容をめざすならば、対話が到達すべき結
果を導出することよりも、公平な条件での対
話・熟議の実現という手続的側面がより重視
されねばならない。今後、多文化主義の理論
は、これらの点を取り込みつつ、政治的プロ
セスや市民社会における排除のメカニズ
ム・権力関係とその是正策、対等な相互承認
とコミュニケーションの条件の実現を議論
の中心に据えて再構成される必要があると
考えられる。

以上の成果の一部は下記の形で公表ずみ
であるが、残りの部分については現在、公表
のための準備を進めている。
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